
 

 

 
分散型エネルギーリソースの更なる活用に向けた 

実証事業への参画について 
 

２０２１年６月 8 日 
関西電力株式会社 

 
当社は、経済産業省資源エネルギー庁の補助事業である「令和３年度蓄電

池等の分散型エネルギーリソース（以下、ＤＥＲ）を活用した次世代技術構築
実証事業費補助金（再生可能エネルギー発電等のアグリゲーション技術実証
事業のうち分散型エネルギーリソースの更なる活用に向けた実証事業）※１」
に申請し、６月７日、補助金の執行団体から採択決定の通知を受けました。 

 
本実証事業は、電力系統に点在するお客さまが所有する蓄電池等の設備を統

合制御し、供出された電力を需給調整力として有効活用することで、あたかも一
つの発電所（仮想発電所）のように機能させる仕組みの構築を目指すものです。 
 
※１：経済産業省が多数のＤＥＲを束ね（アグリゲーション）、正確に制御する技術等の実証事業を行 

う経費に対して、当該費の一部を助成するもの。 
 
関西電力は、これまで「需要家側エネルギーリソースを活用したバーチャ

ルパワープラント（以下、ＶＰＰ）構築実証事業費補助金（ＶＰＰ構築実証
事業）」に参画し、比較的長時間の負荷変動に対応する調整力※２を供出する
ために、リソースアグリゲーター※３が様々なエネルギーリソースを制御でき
るシステムを開発し、実際の現場で高度な実証を実施してきました。その成
果を活かし、ＶＰＰプラットフォームシステム「Ｋ－ＶＩＰｓ※４」を開発す
るとともに、２０２１年４月に開設された需給調整市場※５の三次調整力②へ
の参入につなげました※６。 
 

※２：電力系統の周波数を一定に保つために、一般送配電事業者が調整に使用する電力。  
※３：需要家とＶＰＰサービス契約を直接締結して需要家側エネルギーリソースや分散型エネルギーリソ

ースを統合制御し、エネルギーサービスを提供する事業者のこと。 
※４：Ｋ－ＶＩＰｓ = Kanden Vpp Integrated Platform system  
   エネルギーリソースの監視・制御等を利活用することで、お客さまのＶＰＰへの取組みをサポートする統合プラッ 

トフォームシステム。 
※５：一般送配電事業者が対応するための調整力を、調達するために開設された市場。２０２１年４月か

ら「三次調整力②」の取引が開始されており、２０２２年４月からは、より速い制御が必要とされ
る「三次調整力①」の取引が開始される。 

※６：ＶＰＰ技術を活用して、需給調整市場への参入を決定。（２０２０年１０月９日発表済） 
 
本実証事業では、需給調整市場の三次調整力①等で活用できるよう、蓄電

池や電気自動車等の多種多様なリソースの獲得を図りながら、制御精度の向
上に向けた実証に取り組んでまいります。 

 
当社は、本実証事業を通じて、ＤＥＲを活用した安定かつ効率的な電力

システムの構築や、各リソースの特性に応じた制御技術の確立による新た
なエネルギーマネジメントの実現に加え、これらを活用したエネルギー利
用の最適化や再生可能エネルギーのさらなる導入拡大を目指し、２０５０
年のゼロカーボン社会の実現に貢献してまいります。 

 
以 上 
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 別 紙  
 

分散型エネルギーリソースの更なる活用に向けた実証事業の概要 
 
１．実証概要 

本実証では、ＶＰＰ構築実証事業を通じて構築したシステムの高度化を図りなが

ら、ＤＥＲを活用した安定かつ効率的な電力システムの構築および再生可能エネル

ギーの普及拡大に資する実証に取り組んでまいります。 
 

＜本実証におけるシステム構成および体制のイメージ図＞ 

 

＜具体的な取組みの例＞ 
・２０２２年４月に開設予定である需給調整市場 三次調整力①の制御精度向上に

向けた実証に取り組みます。また、最大３,０００台規模のエネファームの遠隔
群制御を行うとともに、新たなリソースである電気バス・急速充電器を介した応
動検証を通じて、電力の価値を取引する市場での活用を目指します。 

 
・２０２４年度に開設予定である容量市場※１を視野に入れ、発動指令電源※2への応
動を想定した実証を実施します。 

 
※１：従来の卸電力市場で取引されている「電力量（ｋＷｈ）」ではなく、「将来の供給力（ｋＷ）」を取引する市場。 
※２：容量市場の中で全国一括として確保され、要求仕様（年間１２回、３時間継続、３時間前指令）に従って

運用されることとなる電源。 
 

・昨年度から実施しているリソースアグリゲーターが電気自動車の遠隔充電制御を
行う実証の追加に加え、今年度は、卸電力市場価格が高騰した際の想定として、
遠隔放電（ＥＶに蓄電した電気を宅内で使用する）制御についても実証します。 

 
 
２．実施場所 
  日本全国の企業内設備及びお客さま設備 
 
３．実証期間 

２０２１年６月７日～２０２２年２月１７日 
 

以 上 


